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農林技術センター水田土壌および水稲における
放射性物質のモニタリング

1 筑波大学生命環境系
305－8572　茨城県つくば市天王台1－1－1

2 筑波大学農林技術センター
305－8577　茨城県つくば市天王台1－1－1

要　　旨

　東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質は、広く環境中
に拡散して農地に蓄積しており、茨城県のような低汚染地域でも食に対する不安に応えるために土壌への
放射性物質の蓄積および農作物への移行を明らかにする必要がある。農林技術センターで栽培した水稲品
種コシヒカリについて土壌および植物体の放射性物質濃度を測定して土壌への蓄積と米への移行実態を調
査した。2011年の耕起前土壌の放射性物質濃度は高かったが、耕起後は減少した。稲わらからは約半数の
圃場で低濃度の137Csが検出された。米については137Csがぬかで検出される場合が多かったが、低レベル
であった。2012年の稲わらおよびぬかから137Csが検出されたが、濃度は非常に低かった。水田土壌表層
における放射性セシウム濃度は耕うんにより減少するとともに年とともに低下し、水稲への移行も少ない
ことが明らかになった。
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緒　　言

　2011年東日本大震災による東京電力福島第一
原子力発電所の事故により放出された放射性物
質は、深刻な農地汚染を引き起こし、特に福島
県では水田面積の約 7 ％にあたる7300haで平
成24年産米の作付けが制限された。その後も米
の安全確保を目的として米の作付方針が定めら
れている（農林水産省2013）。放射性物質は広く
環境中に拡散し、茨城県でも農地に蓄積してお
り、長期にわたり半減期の長い放射性セシウ
ムによる影響が懸念される。セシウムはアルカ
リ金属に分類され、土壌中ではCs＋として存在
し、K＋と類似の挙動をして土壌粘土鉱物などに
強く吸着されるといわれる（日本土壌肥料学会

2011、農林水産省・福島県ら2014）。しかし、米
は毎日食べる主食であるため茨城県のような低
汚染地域でも土壌への放射性物質の蓄積および
米への移行を明らかにする必要がある。そこで
本研究では農林技術センター水田において栽培
時期および施肥条件の異なる圃場ごとに放射性
物質の各核種の濃度を土壌および水稲地上部部
位について測定し、放射性物質の水田土壌への
蓄積および水稲への移行特性を調査した。

材料および方法

１．圃場概要
　農林技術センター水田面積は全体として
2.3haで 1区画20a～34aの 9枚の均一栽培水田
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では水稲品種コシヒカリを栽培し、収穫した米
を販売している。圃場により移植時期は 4月下
旬から 5月下旬まで約 1か月の差があるととも
に、一部の圃場では有機質肥料を使用して窒素
施肥のうち化学肥料由来窒素量を低減する特別
栽培を実施している（表 1）。

２．土壌サンプリング
　2011年は事故直後における放射性物質の土壌
への蓄積と栽培後の変化を見るために、移植時
期が早い 3号圃（ 4月26日移植）と最も遅い 9号
圃（ 5月24日移植）から水田の表層土壌を採取し
た。両圃場とも春の耕起前と耕起後に対角線上
の 3地点から表層約 5 cmの土壌を採取し、混ぜ
合わせて測定試料とした。耕起後の土壌につい
ては同様に 1、 2 および 4号圃の土壌を採取し
た。2012年には春の耕起後に 1、 2、 3 および
4号圃から同様に表層土壌を採取して分析試料
とした。

３．水稲サンプリング
　2011年は栽培時期の異なる 2、 4、 6 および
8号圃において収穫前に数株の地上部を刈取
り、穂と茎葉部に分け、細断して分析試料とし
た。また、収穫後の収穫物については、全圃場
で玄米、ぬか、精米およびわらを分析に供した。
2012年は 1、 3、 6 、 7 および 8号圃において
前年同様に地上部の分析を行うとともに、収穫
物については玄米、精米、ぬかおよび籾殻の分
析を行った。2013年は 2、 4 および 6号圃につ
いて籾と茎葉を分析した。

４．放射性物質濃度の測定
　放射性物質核種として131I、137Csおよび134Cs
濃度を筑波大学アイソトープ環境動態研究セ
ンターにおいてゲルマニウム半導体検出器（米
国ORTEC社、セイコー・イージーアンドジー
（株））により計測した。

結　　果

１．水田表層土壌における放射性物質濃度
　2011年の事故後の土壌における放射性物質各
核種の濃度は、事故約 1ヶ月後の 4月上旬に採
取した耕起前の 3号圃では131Iが2810 Bq/kgFW、
137Csが96 Bq/kgFW、134Csが614 Bq/kgFWと 高
かったが、耕起後はそれぞれ145、82、90 Bq/
kgFWに低下した。事故約 2ヶ月後に採取した
9号圃では131Iは検出されず、137Cs、134Csの濃
度はそれぞれ耕起前88、74 Bq/kgFW、耕起後
29、25 Bq/kgFWであった（表 2）。 1 号圃、 2
号圃および 4号圃の耕起後の土壌の濃度は131I、
137Cs、134Csそれぞれ121～181、52～138、70～105
Bq/kgFWの範囲で栽培時期が遅くなると低下
する傾向にあった（表 3）。2012年は半減期が 8
日程度の131Iは検出されず、 1～ 4 号圃で137Cs、
134Csそれぞれ42～61、27～36 Bq/kgFWで2011年
から大きく低下した。

２．放射性物質のイネへの移行
　2011年の栽培時期の異なる 2、 4、 6 および
8号圃から収穫前に刈り取ったイネ地上部につ
いては、6号圃の穂のみから137Csが検出された
（表 4）。米については 1号圃以外の玄米で137Cs

表 1　農林技術センター水田栽培概要（2011年　品種：コシヒカリ）

圃場 面積
a 移植日 収穫日

窒素施肥量＃

施肥法
kg/10a

1 19.6 5月 2日 9月 9日 6.3（0） 全層

2 19.6 5月 2日 9月 9日 6.3（3.15） 全層

3 19.6 4月26日 9月 5日 6.3（3.15） 全層

4 19.6 4月25日 9月 5日 6.3（3.15） 全層

5 21.1 5月 9日 9月14日 8.0（5.6） 側条

6 22.2 5月10日 9月14日 8.0（5.6） 側条

7 23.3 5月17日 9月21日 6.3（3.15） 側条

8 24.4 5月17日 9月21日 6.3（3.15） 側条

9 34.3 5月24日 9月27日 6.3（3.15） 側条

＃：（　）内の数値は窒素施肥量のうち化学肥料由来の量
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と134Csが検出されたが、その量は微量であっ
た。精米からも 1、 5、 9 号圃以外で微量なが
ら137Csと134Csが検出された。 1、 2、 3、 4 お
よび 8号圃ではぬかで137Csあるいは134Csが検
出される場合が多く、その値は玄米および精米
に比べて高かった。稲わらからは 4、 5 号圃以
外で137Csが検出された（表 5）。
　2012年の稲わらは 1、 7 ～ 9 号圃で137Csが
検出されたが、その値は1.2～2.0 Bq/kgFWと前
年に比べてさらに低下した。籾での検出も 1、

6、 8 号圃で0.8～1.9 Bq/kgFWとわずかであっ
た（表 6）。収穫物の米についても玄米で検出さ
れたのは 2、 3、 5、 8 、 9 号圃で0.34～0.47
Bq/kgFWと微量であり、精米からは 6号圃のみ
134Csが0.37 Bq/kgFW検出された（表 7）。また、
収穫後の副産物としてぬかからは 1、 2 号圃と
9号圃で137Cs、134Csが検出された（表 8）。2013
年は 2 号圃の籾（134Cs 0.4 Bq/kgFW）で検出され
たのみであった。

表 2　2011年水田土壌の耕起前後における放射物質
　　　濃度

圃　場
核種　Bq/kgFW

131I 137Cs 134Cs

3 号圃
耕起前 2810 96 614
耕起後 145 82 90

9 号圃
耕起前 ND 88 74
耕起後 ND 29 25

注1）NDは検出限界以下を示す．
注2）土壌採取日： 3 号圃　耕起前　 4 月 8 日
　　　　　　　　　　　　耕起後　 4 月13日
　　　　　　　　 9 号圃　耕起前　 5 月 9 日
　　　　　　　　　　　　耕起後　 5 月16日

表 3　水田土壌における放射性物質濃度の年次推移

圃場 年
核種　Bq/kgFW

131I 137Cs 134Cs

1 号圃
2011 181 138 105
2012 ND 54 36

2 号圃
2011 181 74 55
2012 ND 54 27

3 号圃
2011 145 82 90
2012 ND 61 32

4 号圃
2011 121 52 72
2012 ND 42 27
2013 － 46 27

注）NDは検出限界以下を示す．

表 4　2011年産水稲（品種コシヒカリ）の部位別放射性物質濃度（Bq/kgFW）

部　位 籾 枝　梗 茎　葉
圃　場 137Cs 134Cs 137Cs 134Cs 137Cs 134Cs
2 号圃 ND ND ND ND ND ND
4 号圃 ND ND ND ND ND ND
6 号圃 4.92 ND 22.40 ND ND ND
8 号圃 ND ND ND ND ND ND
注1）NDは検出限界以下を示す．
注2）収穫期に各圃場から地上部を刈取り、籾、枝梗、その他（茎葉）に分別して測定した。

表 5　2011年産米（品種コシヒカリ）および稲わらの放射性物質濃度（Bq/kgFW）

部位 玄米 ぬか 精米 わら
圃場 137Cs 134Cs 137Cs 134Cs 137Cs 134Cs 137Cs 134Cs
1 号圃 ND ND ND ND ND ND 5.10 ND
1 号圃 － － 5.28 3.95 － － ND ND
2 号圃 0.78 0.56 7.38 ND 0.24 ND 4.53 ND
3 号圃 0.98 0.57 7.35 ND 0.52 ND 3.50 ND
4 号圃 1.01 0.82 ND 9.30 0.32 ND ND ND
5 号圃 1.03 0.46 ND ND ND ND ND ND
6 号圃 0.85 0.63 ND ND 0.32 0.43 5.30 ND
7 号圃 0.90 0.49 ND ND 0.32 0.25 5.20 ND
8 号圃 0.72 0.50 6.93 5.82 0.42 0.31 14.80 ND
9 号圃 0.90 0.51 ND ND ND ND 6.20 ND
注1）NDは検出限界以下を示す．
注2）各圃場から収穫調整後の玄米、精米後のぬか、精米、わらについては収量調査後の稲わらを測定した。
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考　　察

　福島第一原子力発電所の事故による放射性物
質の飛散は広範囲に及び、筑波大学を含む茨城
県南部の一部地域でも比較的高い空中放射線量
が観測された（筑波大学アイソトープ環境動態
研究センター2012）。このような放射性物質降下
地域における食と生活の安全・安心を担保する
ために、主食である米を生産する農林技術セン
ター水田における放射性物質の蓄積と水稲への
移行を調査した。
　2011年の事故発生約 1ヶ月後に採取した耕起
前の 3号圃土壌には降下した放射性物質の131I、

表 6　2012年産水稲（品種コシヒカリ）の部位別放射
　　　性物質濃度（Bq/kgFW）

部位 籾 茎葉
圃場 137Cs 134Cs 137Cs 134Cs
1 号圃 0.88 ND 2.00 ND
3 号圃 ND ND ND ND
6 号圃 1.90 ND ND ND
7 号圃 ND ND 1.90 1.20
8 号圃 0.82 ND 1.20 1.20
9 号圃 － － 1.60 ND
注）NDは検出限界以下を示す．

表 7　2012年産米（品種コシヒカリ）の放射性物質濃
　　　度（Bq/kgFW）

部位 玄米 精米
圃場 137Cs 134Cs 137Cs 134Cs
1 号圃 ND ND ND ND
2 号圃 0.44 ND ND ND
3 号圃 ND 0.34 ND ND
5 号圃 0.41 ND ND ND
6 号圃 ND ND ND 0.37
7 号圃 ND ND ND ND
8 号圃 0.47 ND ND ND
9 号圃 0.44 ND ND ND
注）NDは検出限界以下を示す．

表 8　2012年産副産物の放射性物質濃度（Bq/kgFW）

部位 ぬか 籾殻
圃場 137Cs 134Cs 137Cs 134Cs

1 ・ 2 号圃 1.40 1.60 ND ND
5 ・6号圃 ND ND ND ND
7 ・ 8 号圃 ND ND ND ND
9 号圃 2.1 1.6 2.60 ND

注）NDは検出限界以下を示す．

137Cs、134Csがそれぞれ2810、96、614 Bq/kgFW
と高い濃度で蓄積していたが、耕起後はそれぞ
れ145、82、90 Bq/kgFWに減少した。事故発生
約 2ヶ月後に採取した 9号圃土壌では耕起前で
も半減期が 8日程度の131Iは検出されず、137Cs、
134Csの濃度はそれぞれ耕起前88、74 Bq/kgFW、
耕起後29、25 Bq/kgFWであった（表 2）。採取
時期が 3号圃と 9号圃の間になる 1号圃、 2号
圃、 4号圃の耕起後の濃度は時間の経過につれ
て低下する傾向にあった。なお、かんがい水の
水源である兵太郎池の水からは放射性セシウム
は検出されておらず、土壌から検出された放射
性セシウムは水田に直接降下したものと考えら
れた。以上のことから水田表層土壌の放射性物
質濃度は時間の経過につれて低下するととも
に、耕うん作業により下層土に移動して大きく
低下することがわかった。2012年は131Iは検出
されず、1～ 4 号圃で137Cs、134Csそれぞれ42～
61、27～36 Bq/kgFWで2011年から大きく低下し
たが、その低下程度は圃場により異なった。
　水稲では土壌から白米への移行係数（白米
1 kg当たりの放射性物質濃度／土壌 1 kg当た
りの放射性物質濃度の比）は0.00021～0.012との
報告があり（Tsukuda et al.2002）、本調査でも
土壌に比べて植物体の放射性物質濃度はかなり
低かった。農林技術センター水田ではコシヒカ
リを栽培している 1～ 9 号圃ごとに50株を刈取
り、収量調査を実施しているが、2011年はその
収量調査終了後の稲わらについて放射性物質濃
度を測定した。その結果、 9圃場のうち 7圃場
のわらから137Csが検出されたが、その値は3.5
～14.8 Bq/kgFWの範囲で、9号圃のみが高かっ
たが、稲わらの場合には水稲が吸収した分だけ
でなく、表面に付着した表土の影響も考えられ
る。
　収穫物の玄米からは 1号圃を除いて137Csと
134Csが検出され、精米は 6圃場から137Csが検
出されたが、いずれも検出限界に近い値であっ
た。一方、ぬかは 4圃場から137Csが検出された
が、その値は玄米よりは高い値であった。以上
のことから、放射性セシウムの水稲植物体への
移行は少なく、さらに可食部である穂、特に精
米への移行は極めて少ないことが明らかとなっ
た。茨城県産米の調査でも平成23年産米につい
ては359点中356点は検出せず（限界値：放射性セ
シウム20 Bq/kgFW）と報告されている（茨城県
2011）。2012年の玄米・精米からも一部圃場から
137Csあるいは134Csが検出されたが、その値は小
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数点以下であった。平成24年産茨城米について
は検査1334点中検出せずが1220点、50 Bq/kgFW
未満が114点と報告されている（茨城県2012）。
　以上の調査から、水田圃場の土壌中の放射性
セシウム濃度は年とともに低下し、特に耕うん
により土壌表層の濃度は顕著に低下することが
明らかとなった。土壌中の放射性物質の水稲
への移行は少なく、穂へ移行してもぬか層に吸
着するので精米への移行はわずかであることが
明らかとなった。しかし、水田や農林技術セン
ターのような黒ボク土における放射性セシウム
の振舞いについては化学的な理解が十分に進ん
でいない（塚田・武田2011）。土壌中には放射性
セシウムは依然として吸着されているので、収
穫部への移行を防ぎ、食の安全を確保するため
に土壌管理と組み合わせた総合的対策が必要で
ある。
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Abstract

The radioactive substances, which was emitted by the accident of the first nuclear power plant of Tokyo 

Electric Power Fukushima in 2011, has spread in environment widely and accumulated in farmland. The 

pollution in Ibaraki prefecture is slight compared to Fukushima. But it is necessary to clear the accumulation 

of the radioactive substances to soil, and the shift to agricultural products in such lower contaminated area 

for making consumers being relieved. The radioactive substances concentrations of paddy soil and rice were 

measured for every paddy field plot in Agricultural and Forestry Research center, University of Tsukuba. In 2011 

the radioactive substances concentration of the soil was high, but the concentration decreased after plowing. 

Low-concentration 137Cs was detected from the straw in more than half plots in 2011. 137Cs was also detected 

in rice grain. In 2012 137Cs of very low concentration was detected in straw and rice bran. The concentration of 

radioactive cesium of a paddy soil surface decreased with the year while it decreased by plowing.
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